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◎　住所、氏名、取得価額（前年前に取得したもの（イ））は、昨年までの申告に基づいて印字しています。
◎　印字している内容に変更がある場合は、抹消線を引き、余白に正しい内容を記載してください。

（1）償却資産申告書の記載方法

〈１ 住所・２ 氏名〉
住所について、ビル名等の方
書きがある場合は、方書き部分
にフリガナをふってください。

〈15 市（区）町村内における
  事業所等資産の所在地〉
申告書の提出先と同一の区内にある事
業所等の資産所在地について、追加又は
変更がある場合は、記載してください。
また、「外○件」の部分について追加又

は変更がある場合は、〈18 備考（添付書類
等）〉欄又は別用紙（様式自由）に記載して
ください。

〈16 借用資産〉
借用資産の有無について、該当する方
を○で囲んでください。
借用資産がある場合は、貸主の名称、
住所等を記載してください。

〈17 事業用家屋の所有区分〉
該当する方を○で囲んでください。
事業用家屋がある場合は、〈15 市（区）
町村内における事業所等資産の所在地〉
欄の該当番号を記載してください。

〈18 備考（添付書類等）〉
各項目に該当する要件がある場合は
チェックをしてください。
書類の送付先を左上に記載した所有者
住所以外に希望する場合は記入してくだ
さい。
また、本市に連絡事項がある場合はこ
ちらに記入ください。

〈４ 事業種目〉
事業の内容を具体的に記載

してください（例：土木工事業）。
事業種目が複数ある場合に
は、主たる事業種目を記載し
てください。
また、法人の場合、資本金

又は出資金の金額も記載して
ください。

〈５ 事業開始年月〉
個人の方は事業を開始した
年月を、法人にあっては設立
年月を記載してください。

〈３ 個人番号又は法人番号〉
行政手続きにおける特定の個人を識
別するための番号の利用等に関する法
律、に基づく番号。

〈８～ 14 短縮耐用年数の承認等〉
各項目の有無等について、該当する方を○で囲んでください。

〈６ この申告に応答する者の係及び氏名〉

〈７ 税理士等の氏名〉

　申告書の内容について問い合わせ先となる経理担当等の部署、氏名、電話番号を記載してください。
なお、〈7 税理士等の氏名〉が問い合わせ先となる場合は、7と同じ氏名を記載してください。

税理士等が関与している場合は、その所属組織、氏名、電話番号を記載してください。

全資産申告（電算処理）に
より申告される方以外は
記載しないでください。(                     )

株式会社 ワイ・エス建設

4,253,630

2,523,720

6,113,830

2 0 0 0 1 0 1 0

2,397,800

15,288,980

〈取得価額〉
前年前に取得したもの（イ）
昨年までの申告に基づき、
取得価額を印字しています。

前年中に減少したもの（ロ）
（イ）のうち、前年中に減少
した資産の取得価額を記載し
てください。

前年中に取得したもの（ハ）
今回新たに申告いただく資
産の取得価額を記載してくだ
さい。申告もれや、移動によ
り受け入れた資産についても
（イ）ではなく（ハ）に記載して
ください。

代表
者印

野洲市小篠原 2100－1
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◎　前年中に申告された方は、令和５年１月２日から令和６年１月１日まで取得した資産（同期間中に
移動又は除却した資産は除きます。）を記載してください。また、令和５年１月１日以前に取得した資産
で申告する必要のある資産がありましたら記載してください。
◎　本市に初めて申告される方は、令和６年１月１日現在所有している全ての資産を記載してください。

（2）種類別明細書（増加資産・全資産用）の記載方法

下記を参考に記載して
ください。
JIS基本漢字等以外の

文字を使用されていた
場合には、類似の文字
に置き換えて登録しま
す。（例：Ⅱ→2）

〈資産の名称等〉

今年度は、「6」と記
載してください。

〈令和　年度〉

〈取得年月〉
年号は「令和」に取得したものは「5」、「平成」

に取得したものは「4」、「昭和」に取得したものは「3」、
「大正」に取得したものは「2」、「明治」に取得したも
のは「1」と記載してください。
年月は資産を取得した年月を記載してくださ
い。ただし、１月１日に取得した場合は、その前
年の 12 月を取得年月としてください。

〈増加事由〉

番号
1
2
3
4

新品取得
中古品取得
移動による受け入れ
その他

増 加 理 由

資産を取得した事由について、該
当する番号を○で囲んでください。

〈　　枚のうち　　枚目〉
種類別明細書（増加資産・全資産用）のページ数を
記載してください。

〈耐用年数〉
原則として、法人税及び所得税における法
定耐用年数を記入してください。（減価償却資
産の耐用年数に関する省令別表）ただし、中古
資産で見積耐用年数によっている場合や、国
税局長の承認を得て短縮耐用年数によってい
る場合は、その耐用年数を記入してください。

〈取得価額〉
資産を取得するために支出した金額又は支
出すべき金額（付帯費用を含みます。）を記
載してください。
なお、圧縮記帳は、固定資産税の評価上、

認められていませんので、圧縮記帳額を含め
た取得価額を記載してください。

〈摘　　要〉
当該資産にかかる特記事項としてア～キのような事項
を記載してください。

ア　課税標準の特例の適用がある資産については、その
旨の表示と適用条項。
　（例：特 349 の３①）
イ　他の市（区）町村からの移動等により受け入れた資産
については、移動の年月。
ウ　耐用年数の短縮を適用している資産については、そ
の旨の表示。
　（例：短縮）
エ　中古資産の見積耐用年数を適用している資産につい
ては、その旨の表示。
　（例：中古）
オ　増加償却を行っている資産については、その旨の表示。
（例：増加）
カ　資産の申告もれがあった場合は、その旨の表示。
　（例：申告もれ分）
キ　その他、当該資産の価格の決定にあたって必要な事項。

〈資産の種類〉
資産の種類に記載する数字
は、下の表のとおりです。

番号
1
2
3
4
5
6

構築物
機械及び装置
船舶
航空機
車両及び運搬具
工具、器具及び備品

資産の種類

この欄は
記入しない
でください。

この欄は
　記入しない
　　でください。

令令和和
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◎　令和 5年１月２日から令和 6年１月１日までに異動のあった（減少又は修正）資産につ
いて記載してください。

（3）種類別明細書（減少資産用）の記載方法

〈資産の種類〉
資産の種類に印字している数
字は、下の表に対応しています。

〈抹消コード〉
（資産番号）
同封の前年度の資産
一覧表の資産番号を記
入してください。

番号
1
2
3
4
5
6

構築物
機械及び装置
船舶
航空機
車両及び運搬具
工具、器具及び備品

資産の種類

〈小　　計〉
　ページごとの減少し
た取得価額の小計を記
載してください。

〈減少等の事由・摘要〉
　「減少等の事由」欄及び「摘要」欄は次のよ
うに記載してください。
ア　資産の全部が減少した場合
　　「減少等の事由」欄の該当する番号（1～４）
を○で囲み、「摘要」欄に該当資産の売却先、
移動先等、具体的な減少内容を記載してく
ださい。
イ　資産の一部が減少した場合
　　「減少等の事由」欄の該当する番号（1～４）
を○で囲み。「摘要」欄に該当資産の減少し
た取得価額等、具体的な減少内容を記載し
てください。
ウ　資産の一部を修正する場合
　　「減少等の事由」欄の「4」（その他）を○
で囲み、「摘要」欄に該当資産の修正等が発
生した事由を具体的に記載してください。

〈資産の名称等〉
　名称を修正する際は、
下記を参考に記載して
ください。

〈年　号〉
年号に印字してい
る数字は、下の表に
対応しています。

番号 年号
1
2
3
4
5

明治
大正
昭和
平成
令和

〈例 1〉

〈例２〉
〈例３〉

〈例４〉

取得価額を修正する場合
　資産の種類・抹消コード・取
得価額（修正による減少分）を
それぞれ記載し、減少の事由４
その他と該当する区分を○して
ください。
［例４  前年度の資産一覧表の取
得価額1,200,000円から1,050,000
円（減少価格150,000円）に修正し
た場合］

資産の全部が減少した場合
　資産の種類・抹消コード・取
得価額をそれぞれ記載し、該当
する減少の事由と区分の１全部
を○してください。
［例１  前年度の資産一覧表の取
得価額3,450,000円の資産を全部滅
失した場合］

資産の一部を修正する場合
　資産の種類・抹消コード・修
正すべき内容を訂正箇所にそれ
ぞれ記載し、減少の事由４その
他を○してください。区分は無
記入で結構です。
［例３  前年度の資産一覧表から
資産の名称等をデンキドリル、
取得年月を昭和 62 年９月に修正
した場合］

資産の一部が減少した場合
　資産の種類・抹消コード・取
得価額（取得価額のうち今回減少
分）をそれぞれ記載し、該当する
減少の事由と区分の２一部を○
してください。
［例２  前年度の資産一覧表の取
得価額1,200,000円（数量４個）の
資産のうち 600,000円（数量２個）
を一部滅失した場合］

〈記載の例〉

野 洲 市

令令和和

◎　令和 5年１月２日から令和 6年１月１日までに異動のあった（減少又は修正）資産につ
いて記載してください。

（3）種類別明細書（減少資産用）の記載方法

〈資産の種類〉
資産の種類に印字している数
字は、下の表に対応しています。

〈抹消コード〉
（資産番号）
同封の前年度の資産
一覧表の資産番号を記
入してください。

番号
1
2
3
4
5
6

構築物
機械及び装置
船舶
航空機
車両及び運搬具
工具、器具及び備品

資産の種類

〈小　　計〉
　ページごとの減少し
た取得価額の小計を記
載してください。

〈減少等の事由・摘要〉
　「減少等の事由」欄及び「摘要」欄は次のよ
うに記載してください。
ア　資産の全部が減少した場合
　　「減少等の事由」欄の該当する番号（1～４）
を○で囲み、「摘要」欄に該当資産の売却先、
移動先等、具体的な減少内容を記載してく
ださい。
イ　資産の一部が減少した場合
　　「減少等の事由」欄の該当する番号（1～４）
を○で囲み。「摘要」欄に該当資産の減少し
た取得価額等、具体的な減少内容を記載し
てください。
ウ　資産の一部を修正する場合
　　「減少等の事由」欄の「4」（その他）を○
で囲み、「摘要」欄に該当資産の修正等が発
生した事由を具体的に記載してください。

〈資産の名称等〉
　名称を修正する際は、
下記を参考に記載して
ください。

〈年　号〉
年号に印字してい
る数字は、下の表に
対応しています。

番号 年号
1
2
3
4
5

明治
大正
昭和
平成
令和

〈例 1〉

〈例２〉
〈例３〉

〈例４〉

取得価額を修正する場合
　資産の種類・抹消コード・取
得価額（修正による減少分）を
それぞれ記載し、減少の事由４
その他と該当する区分を○して
ください。
［例４  前年度の資産一覧表の取
得価額1,200,000円から1,050,000
円（減少価格150,000円）に修正し
た場合］

資産の全部が減少した場合
　資産の種類・抹消コード・取
得価額をそれぞれ記載し、該当
する減少の事由と区分の１全部
を○してください。
［例１  前年度の資産一覧表の取
得価額3,450,000円の資産を全部滅
失した場合］

資産の一部を修正する場合
　資産の種類・抹消コード・修
正すべき内容を訂正箇所にそれ
ぞれ記載し、減少の事由４その
他を○してください。区分は無
記入で結構です。
［例３  前年度の資産一覧表から
資産の名称等をデンキドリル、
取得年月を昭和 62 年９月に修正
した場合］

資産の一部が減少した場合
　資産の種類・抹消コード・取
得価額（取得価額のうち今回減少
分）をそれぞれ記載し、該当する
減少の事由と区分の２一部を○
してください。
［例２  前年度の資産一覧表の取
得価額1,200,000円（数量４個）の
資産のうち 600,000円（数量２個）
を一部滅失した場合］

〈記載の例〉

野 洲 市

令令和和






